箕面市立障害者福祉センターささゆり園
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箕面市

１　指定管理制度導入の目的

　　箕面市（以下「市」という。）では、箕面市立障害者福祉センターささゆり園（以下「センター」という。）について、平成１６年４月１日から地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定に基づく指定管理者制度を導入し、センターの設置目的の達成、サービスの向上、施設の効果的・効率的な管理運営を図ってきました。
このたび、現在の指定期間が平成２６年１０月末をもって終了することを踏まえ、引き続きセンターの設置の目的を効果的に達成することのできる指定管理者を募集します。

２　箕面市立障害者福祉センターささゆり園の概要

　（１）設置目的

　　　障害者の健康の保持及び福祉の増進を図ることを目的としています。

　（２）施設の概要

　　　施設名称：箕面市立障害者福祉センターささゆり園

（身体障害者福祉法に基づく身体障害者福祉センターＢ型）

　　　所在地：箕面市西小路三丁目９番９号

　　　構造：鉄筋コンクリート　平屋建て

　　　面積：（敷地）3,001㎡　（建物）1,619㎡

　　　主な施設内容：会議室１・２、浴室１・２・３、情報コーナー、食堂、

デイルーム、プレイルーム、フリールーム１・２、ＩＴ室
　　　設置根拠：箕面市立障害者福祉センター条例（平成１５年箕面市条例
　　　　　　　　　第５０号。以下「条例」という。）

　　　現指定管理者：社会福祉法人あかつき福祉会

　　　現指定期間：平成２１年４月１日～平成２６年１０月３１日

３　管理の基準

　（１）開館時間（条例第８条）

　　　午前９時から午後５時まで

　　　ただし、障害者関係福祉団体等が会議室等を利用する場合は、午後１０時まで利用できるものとします。

　（２）休館日（条例第９条）

　　　①毎月第一日曜及び第三日曜日

　　　②国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律第１７８号）に規定する休
　日

　　　③１月２日、１月３日及び１２月２９日から１２月３１日までの日
　（３）開館時間及び休館日の変更（条例第８条、第９条）

　　　指定管理者が特に必要と認めるときはあらかじめ箕面市長（以下「市長」という。）の承認を得て開館時間及び休館日を変更することができます。

　（４）災害時等の対応

　　　センターは、箕面市地域防災計画に基づく「福祉避難所」に指定されて

います。
災害時等の初動対応は指定管理者が行います。市・警察・消防等と連携のもと対処してください。
　　　箕面市域内で災害が発生し、又は災害が発生する恐れがある場合において、箕面市地域防災計画の定めるところにより箕面市災害対策本部が設置された場合は、市長の指示に従うとともに、被災者のうち地域の避難所での生活が困難と思われる要援護障害者の受入れの協力等をおこなってください。
　（５）入館の制限（条例第１０条）

　　　指定管理者は、条例第１０条に該当する者に対し、センターへの入館を制限することができます。

　（６）利用対象者（条例第１１条）

　　　センターを利用することができる者は、箕面市内に居住する者又は主たる事務所を有する団体とします。（生活介護事業を利用するため、センターを利用する者を除きます。）

　（７）利用料金（条例第１２条）

　　　センターは、利用料金制度（地方自治法第２４４条の２第８項・第９項）を採用しています。指定管理者は、利用料金について、あらかじめ市長の承認を得て定める必要があります。

　（８）利用定員（条例第１３条）

　　　指定管理者は、利用定員について、あらかじめ市長の承認を得て定める必要があります。

　（９）事業報告書の提出（地方自治法第２４４条の２第７項）

　　　指定管理者は、毎会計年度終了後６０日以内に、センターの管理に関する次に掲げる事項を記載した事業報告書を作成し、市に提出してください。なお、提出された事業報告書は、箕面市役所別館１階行政資料コーナーに備え付けます。

　　　①　業務の実施状況

　　　②　センターの利用状況

　　　③　料金収入の実績、管理経費等の収支状況

　　　④　その他市長が必要と認める事項

　（１０）事業計画書等の提出

　　　指定管理者は、平成２６年度以降、当該年度の市が指定する日までに、次年度に予定する事業計画書及び人員体制計画書を作成し、市に提出してください。

４　業務の範囲（条例第２条・第３条）
　（１）指定管理者の主な業務の範囲は、次の「業務内容表」によるものとします。（詳細は、別冊の「業務水準書」を参照してください。）
【業務内容表】

	業務内容
	備考

	①　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律（平成１７年法律第１２３号。以下「法」という。）第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業のうち市長が必要と認める事業
	・生活介護事業

	②　障害者に関する社会参加、地域交流等の事業
	

	③　障害者に関するボランティア育成、地域住民に対する啓発等の事業
	

	④　障害者関係福祉団体に対する支援等に関する事業
	・会議室利用受付業務

	⑤　その他市長が必要と認める事業
	・箕面市地域生活支援事業実施要綱（平成１８年箕面市訓令第５２号。以下「要綱」という。）に基づく入浴サービス事業、日中一時支援事業（放課後教室）
＊ただし、指定期間中に事業の一部を変更する場合があります。

	⑥　センターの施設及び設備の維持管
　理業務
	・建築物保守管理業務

・設備保守管理業務

	
	・備品保守管理業務

・清掃業務

・警備業務　　　　　　　　　　　等

	⑦　その他市長が定める業務


	・受付、案内、相談、苦情対応業務

・緊急時等の対応業務
・利用者統計等の作成業務

・市、関係団体等との連絡調整業務
　　等


　（２）指定管理者は、（１）に定める業務を行うに当たり必要と認めるときは、あらかじめ市長の承認を得て、業務の一部を委託することができます。

５　指定の期間

　　　平成２６年１１月１日から平成３１年３月３１日まで

　　　　※　指定管理者の指定は、箕面市議会（以下「市議会」という。）の議決を経て確定します。

６　応募者資格

　　　指定管理者の申込資格は、次に掲げる要件をすべて満たす者とします。

　　　①　法人であること。
　　　②　応募日現在、法第３６条第１項に規定する指定障害福祉サービス事業者として、現に法第５条第１項に規定する障害福祉サービス事業のうち生活介護事業を実施している者であること。
　　　③　応募日現在、法第７７条第３項に規定する地域生活支援事業として現に施設入浴サービス事業を実施している者であること。
　　　④　応募日現在、法第７７条第３項に規定する地域生活支援事業として、現に日中一時支援事業を実施している者であること。
　　　⑤　本市の障害者の状況及び施策を十分に把握している者であること。
７　特定事項提案

　　　市から提示した基本条件のほか、民間のノウハウと自由な発想を活かし、サービスの向上や施設・設備等の充実、コスト削減等に向けた創意工夫にあふれる「特定事項提案」を受け付けます。(特定事項提案は、選定の際の加算項目となります。)

　　　なお、特定事項提案を採用するかどうかは、箕面市と候補者の協議のもと、協定書締結までに決定するものとします。

８　応募制限（欠格事項）

　　　次に該当する法人は、応募者となることができません。

　　　①　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当する者

　　　②　過去３年間、法人税、消費税及び地方消費税を滞納している者

　　　③　地方自治法第２４４条の２第１１項に基づき、本市又は他の地方公共団体から指定管理者の指定を取り消され、又はその取り消しの日から２年を経過しない者

　　　④　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団又は同条第６号に規定する暴力団員が経営する法人若しくは暴力団員が実質的に経営を支配する法人若しくはこれらに準ずる者

９　経理に関する事項

　　　指定管理者の主な収入は、次に掲げるものとします。

　　　①　障害福祉サービスに係る介護給付費、利用者負担金及び特定費用

　　　②　箕面市地域生活支援事業に係る補助金（箕面市地域生活支援事業補助金交付要綱（平成１８年箕面市訓令第５３号）別表に基づく算定基準により算定された額）

　　　③　箕面市地域生活支援事業に係る利用者負担金
　　　④　市が支払う指定管理委託料

　　　※　指定管理者には、市に提出された提案内容に基づき算出された委託
料を、平成２６年度は除き４年間同額で支払うものとします。
　　　※　指定管理委託料は、指定期間の終了後において精算するものとします。

※　なお、指定期間中に地域生活支援事業の一部を変更する場合は、市と協議の上、委託料について別途定めるものとします。
　　　※　利用料金は、あらかじめ市長の承認を得て指定管理者が定めます。

ただし、収支見込書の記入にあたっては、特定事項提案での収入を除

き、別添『資料集』に記載の現行の利用料金で、予定収入を見込んで

ください。

　　　
１０　指定管理者として遵守すべき事項

　（１）事業者の指定等

　　　指定管理者は、指定期間の開始までに、法、要綱に基づく事業者の指定、事業の開始届出等の手続きを完了してください。（※手続きを進めるに当たり、市と事前に協議してください。）
　（２）個人情報の取り扱い（条例第１４条）
　　　指定管理者は、センターの管理運営をするに際して知り得た個人情報の漏えい、滅失又はき損の防止その他知り得た個人情報の適切な管理のために必要な措置を講じなければなりません。

　　　センターの業務に従事している者又は従事していた者は、その業務に関して知り得た個人の秘密を漏らしてはなりません。漏らした場合は、箕面市個人情報保護条例（平成２年箕面市条例第１号）第２８条から第３０条まで及び３２条に規定されている罰則が適用されます。

　（３）情報公開等
　　　指定管理者は、箕面市情報公開条例（平成１７年箕面市条例第２号）の趣旨を踏まえ、センターの管理運営に関する情報の公開に努めてください。

　　　センターの管理運営に関する文書で、市に提出されたものは市の行政文書として開示請求の対象となります。市が保有していないものについても箕面市情報公開条例第２４条に基づき、市が当該情報の提供を求めたときは指定管理者はこれに応じなければなりません。

　（４）関係法令の遵守

　　　センターの管理を行うにあたっては、以下の法令等の規定を遵守してく
ださい。

　　　①　地方自治法ほか行政関連法規

　　　②　労働基準法、労働安全衛生法ほか労働管理関係法規

　　　③　消防法、電気事業法ほか施設管理関係法規

　　　④　障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律ほか
障害福祉関係法規
　　　⑤　障害者虐待の防止、障害者の養護者に対する支援等に関する法律

　　　⑥　社会福祉法人の会計基準（指定管理者が社会福祉法人である場合）
　　　⑦　箕面市立障害者福祉センター条例

　　　⑧　箕面市地域生活支援事業実施要綱

　　　⑨　個人情報の保護に関する法律、箕面市個人情報保護条例

　　　⑩　箕面市情報公開条例

　　　⑪　その他関連法規、通知、要領等

　（５）障害者の法定雇用率達成及び国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律への取り組み

　　　　障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和３５年法律第１２３号）では、事業主に対し、法定雇用率を達成する義務を課しています。指定管理者は、同法の趣旨を踏まえ、誠実に履行してください。

　　　また、国等による障害者就労施設等からの物品等の調達の推進等に関する法律（平成２４年法律第５０号）の趣旨を踏まえた取り組みを進めるよう努めてください。
　（６）職員研修等の実施

　　　指定管理者は、センターの管理業務に関し、業務に従事する者が人権問題、個人情報保護、障害者福祉、障害者虐待防止等について正しい認識をもって業務を遂行できるよう、研修等を行ってください。

　（７）施設賠償責任保険等の加入

　　　指定管理者は、センターの施設、附属設備等及び第三者の身体又は財物に対する施設賠償責任保険等に加入してください。

　（８）業務の引継ぎ

　　　現にセンターを利用している利用者の継続利用を確保することを基本とします。

　　　指定管理者は、センターの管理運営を開始するまでに、現指定管理者から業務の引継ぎを受けるとともに、指定期間の終了に際しては、市又は市が指定する者に対し、誠実に本業務の引継ぎを行ってください。

　　　なお、現指定管理者との引継ぎに要する費用については、指定管理者の負担とします。
１１　リスク分担

　　指定管理中の指定管理者と市のリスク分担の基本的な考え方は、次の「リスク分担表」のとおりです。なお、詳細は協定の締結を行う際に定めます。

【リスク分担表】

	項目
	指定管理者
	市

	必要な資金の確保
	○
	

	管理業務開始前及び業務終了後の引継ぎに関する費用
	○
	

	事業の運営・維持管理業務に影響のある法令等の変更に係る費用
	協議事項

	物価の大幅な変動により管理運営に支障が生じた場合
	○
	

	施設競合、需要変動により管理運営に支障が生じた場合
	○
	

	施設設置者の責任による事業の中止・遅延
	
	○

	指定管理者の責任による事業の中止・遅延
	○
	

	不可抗力による事業の中止・遅延

（原則として、休業補償は行いません。）
	協議事項

	指定管理者の事業放棄・破綻
	○
	

	施設の大規模な改修・修理

（指定管理者の故意又は過失によるものを除く。）
	
	○

	指定管理者の故意又は過失により破損した施設及び貸与物品の修繕等費用
	○
	

	運営・維持管理において第三者に損害を与えた場合

（管理瑕疵）
	○
	

	施設の構造上等の不備において第三者に損害を与えた場合

（設置瑕疵）
	
	○

	施設の管理上の瑕疵による火災等の事故
	○
	


１２　応募に関すること

【応募及び選定等のスケジュール】

	項目
	時期

	（１）　募集要項等の配布
	平成２６年３月２８日～４月７日

	（２）　応募説明会及び現場説明会
	４月８日

	（３）　質問の受付
	４月９日～４月１７日

	（４）　質問の回答
	４月２１日

	（５）　応募書類の提出受付
	４月２２日～４月２８日

	（６）　審　査
	５月上旬（予定）

	（７）　指定管理者候補者の選定
	５月上旬（予定）

	（８）　仮協定の締結
	５月中旬（予定）

	（９）　指定管理者の指定
	７月下旬（予定）

	（10）　本協定の締結
	平成２６年１０月（予定）

	


　（１）募集要項等の配布

　　　配布期間：　平成２６年３月２８日（金）から４月７日（月）まで

　　　　　　　　　（土曜日、日曜日、休日は配布しません。）
　　　配布時間：　午前８時４５分から午後５時１５分まで
配布場所：　箕面市健康福祉部障害福祉課（箕面市立総合保健福祉セン
　　　　　　　　　ター内）

配布書類：　箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者募集要項、箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者業務水準書、箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者応募申込に係る様式集、箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者募集要項資料集
　　　
　　　　　　※　市のホームページから、配布書類をダウンロードできます。

（アドレス）http://www.city.minoh.lg.jp/kurashi/fukushi/shougaisha/index.html
　　　※　ただし、資料集については、ダウンロードできませんので配布場所

　　で入手してください。

　（２）応募説明会及び現場説明会の開催

　　　日時：　平成２６年４月８日（火）　午後２時から

　　　場所：　箕面市立障害者福祉センターささゆり園　プレイルーム
　　　　　　　　　※応募説明会終了後、現場説明会を行います。

　　　申込方法：　参加を希望される場合は、応募説明会参加申込書
（様式２３）を、４月７日（月）午後５時１５分までに箕面市健康福祉部障害福祉課あてメールで送付してください。

（ｱﾄﾞﾚｽ：syougaifukushi@maple.city.minoh.lg.jp）
　　　　※　各法人２名までの参加とします。

　　　　※　事前に配布した資料は、当日再配布しませんのでご持参ください。

　　　　※　現場説明会開催日以外は、施設の機械室等、一般利用者が立ち入れない場所への立ち入りはできません。

　　　　

　（３）質問の受付

　　　受付期間：　平成２６年４月９日（水）から平成２６年４月１７日（木）まで

　　　質問方法：　指定管理者応募申込に関する質問票（様式２４）を、４月１７日（木）午後５時１５分までに箕面市健康福祉部障害福祉課あてメールで送付してください。
（ｱﾄﾞﾚｽ：syougaifukushi@maple.city.minoh.lg.jp）

　　　

（４）質問の回答

　受け付けた質問の回答は、４月２１日（月）までに箕面市健康福祉部障害福祉課のホームページに掲載する予定です。（ただし、ホームページに掲載することが適当でないと判断した場合は、質問を提出した法人のみに回答を送付することがあります。）

　（５）応募書類の受付

期　間：　平成２６年４月２２日（火）から４月２８日（月）まで

　　　　　　（土曜日、日曜日、祝休日は受付しません。）
時　間：午前８時４５分から午後５時１５分まで
場　所：　箕面市健康福祉部障害福祉課（箕面市立総合保健福祉センタ
ー内）

　　　　※　次の「（６）応募書類」を持参してください。郵送された書類は受
付いたしません。

　　　　※　応募書類の受付時に質問は受け付けません。

　（６）応募書類

　　　応募にあたっては、次の書類等を必要部数提出してください。

　　①様式１から様式２２まで　⇒Ａ４版で、正１部・写９部

　　②様式２３　　　　　　　　⇒メールで１部

　　③様式２４　　　　　　　　⇒（必要な場合のみ）メールで１部

　　④審査結果通知用封筒　　　⇒１通
様式１：箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者応募申込書

※添付書類（下記のアからクまで）

ア　規約、定款、寄附行為、その他これらに類する書類

イ　法人の役員名簿

ウ　登記事項証明書（提出日において発行の日から３ヶ月以内のもの）

エ　法務局が発行した代表者の印鑑証明書（提出日において発行の日か
ら３ヶ月以内のもの）

オ　法人の、平成２５年度の収支予算書及び事業計画書

カ　法人の、過去３年間（平成２２年度～２４年度）の収支決算書及び事業報告書又はこれらに類する書類（経営実績が３ヵ年に満たない法人にあっては、管理に係る業務を安定して行う経営能力を明らかにする書類）

キ　法人の、過去３年間の法人税、消費税及び地方消費税に係る納税証
明書

ク　応募者資格に係る各法令に基づき事業者の指定を受けた指定通知書
の写し

様式２：誓約書

様式３：法人の概要

様式４：財務分析計算シート

様式５：応募者の所在地

様式６：市との災害時応援協定等の締結による地域貢献の実績

様式７：法人の同種業務受託実績の状況（過去５年間）

様式８：配置予定従事者の業務実績及び国家資格等並びに専門知識

様式９：適正な履行確保のための研修の実施

様式１０：適正な履行確認のための業務体制

様式１１：品質保証等への取り組み

様式１２：障害者雇用率（平成２５年６月１日現在）

様式１３：障害者の支援体制

様式１４：育児・介護の休業制度への取り組み

様式１５：セクシャル・ハラスメント及びパワー・ハラスメント防止への取り組み
様式１６：女性の採用・職域拡大への取り組み

様式１７：災害時の業務履行体制の整備

様式１８：災害発生時以後の協力体制について

様式１９：人権問題への取り組みについて

様式２０：障害者虐待防止への取り組みについて

様式２１：特定事項提案書

様式２２：収支見込書

様式２３：指定管理者にかかる応募説明会・現場説明会参加申込書

様式２４：指定管理者応募申込に関する質問票

※審査結果通知用封筒については、定型封筒に審査結果通知の送付先を明記し、簡易書留郵便相当の切手を必ず貼付してください。

　（７）応募書類の提出にあたっての留意事項

　　　・提出期限を過ぎた提出書類等は一切受け付けません。

　　　・応募書類は、これを書き換え、又は撤回することはできません。

　　　・応募書類は、理由を問わず返却しません。

　　　・応募書類に不備があった場合は、審査の対象とならないことがありま
す。

　　　・応募書類に虚偽の記載があった場合は、失格とします。

　　　・応募書類の提出後、申込みを取り下げる場合は、速やかに書面にて申し出てください。

　　　・応募に関して必要となる経費は、応募者の負担とします。
・応募書類は、箕面市情報公開条例に基づく行政文書の開示請求の対象となります。

　　　・応募書類の著作権は応募者に帰属します。ただし、審査結果の公表など市が必要と認める場合には、応募書類の内容を市が公表できるものとします。

　（８）特許権等

　　　応募書類等の内容に含まれている特許権、意匠権等日本国の法令に基づいて保護される第三者の権利の対象となっている事業手法、維持管理手法等を用いた結果により生じた事象に係る責任は、全て応募者が負うものとします。

１３　審査に係る事項

　（１）選定方針

　　　センターの指定管理者候補者は、「箕面市立障害者福祉センターささゆり園指定管理者候補者選定委員会」（以下、「選定委員会」という。）において、条例第４条第４項に基づき、センターの設置の目的を最も効果的に達成することができると認められる者を選定します。

　（２）選定基準

　　①　提案金額に関する評価
　　②　法人及び施設の管理運営に関する評価

・法人に関すること（法人の規約、予算・決算状況等）

　　　・施設の管理運営に関すること（職員研修計画、危機管理対策、個人情

報保護等)
　　③　提案内容に関する評価

　　　・事業計画に関すること（施設の維持管理方針・管理運営方針、事業計

画、人員配置計画、施設利用促進策等）

　　　・事業の理解度や意欲に関すること。

　　　・その他特定事項提案に関すること。
　（３）審査方法

　選定委員会は、（２）の選定基準に基づいて、提出された応募書類等をもとに第１次審査を行い、ヒアリング方式で第２次審査を行い、指定管理者候補者及び次点者を選定します。

※選定委員会は、原則非公開です。

※申込者が１法人であっても選定委員会で審査し、指定管理者としての適否を判断します。

（４）第１次審査

　　　提出された応募書類等をもとに第１次審査を行います。

応募者多数の場合は、第１次審査で選定を行い通過者を決定します。その場合、結果の通知は、全申込者へ自己の結果のみ郵送にて通知します。

（５）第２次審査

第２次審査は、５月上旬に実施予定でヒアリング方式により行います。なお、詳細については、４月下旬に通知します。

※各法人４名までの参加とします。事業提案の説明は、法人を代表して説明や意見を述べられる方が行ってください。

　（６）協定の締結

　　　選定委員会により選定された指定管理者候補者は、市と協議を行った上で仮協定を締結します。その後、市議会の議決を経て指定管理者として指定し、本協定を締結します。（市議会の議決は、平成２６年第２回定例会を予定しています。）

　　　仮協定の締結後、市議会の議決を得られなかった場合の指定管理者候補者の損害に対して、市は一切その責を負いません。

１４　その他

　（１）指定の取消し等

　　　①　条例第７条に該当する場合は、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて管理の業務の全部若しくは一部の停止を命じます。この場合、指定管理者の損害に対して、市は一切その責を負いません。また、市に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。

　　　②　正当な理由なくして協定の締結に応じない場合は、市議会の議決を経て指定管理者として指定した後においても、指定管理者の指定を取り消すことがあります。この場合、指定管理者の損害に対して、市は一切その責を負いません。また、市に生じた損害は指定管理者が賠償するものとします。

　（２）協定書の解釈に疑義が生じた場合等の措置

　　　協定書の解釈に疑義が生じた場合や協定書に定めのない事項が生じた場合には、市と指定管理者は誠意を持って協議するものとします。

　（３）目的外使用許可に係る取扱いについて

　　　センターの敷地内において、地方自治法第２３８条の４第７項に基づき市が行う目的外使用許可に係る取扱いについては、指定管理者は市長の指示に従うものとします。

担当：箕面市健康福祉部障害福祉課


〒562-0014　箕面市萱野五丁目８番１号


TEL　０７２（７２７）９５０６


FAX　０７２（７２７）３５３９
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